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Ⅰ．厚生労働科学研究費補助金の目的及び性格

厚生労働科学研究費補助金（以下「補助金」という ）は 「厚生労働科学研究の振興を。 、

促し、もって、国民の保健医療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に関し、行政施策の科学

的な推進を確保し、技術水準の向上を図ること」を目的とし、独創的又は先駆的な研究や社

会的要請の強い諸問題に関する研究について競争的な研究環境の形成を行い、厚生労働科学

研究の振興を一層推進する観点から、毎年度厚生労働省ホームページ等を通じて、研究課題

の募集を行っています。

、 「 」 「 」応募された研究課題は 事前評価委員会において 専門的･学術的観点 や 行政的観点

等からの総合的な評価を経たのちに採択研究課題が決定され、その結果に基づき補助金が交

付されます。

なお、この補助金は 「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法、

律第１７９号 （以下「補助金適正化法」という ）等の適用を受けます。補助金の目的外）」 。

使用などの違反行為を行った者に対しては、補助金の交付決定取消し、返還等の処分が行わ

れますので十分留意してください。

Ⅱ．応募に関する諸条件等

（１）応募資格者

次のア、イ及びウに該当する者（以下「研究代表者」という ）。

ア （ア）から（キ）に掲げる国内の試験研究機関等に所属する研究者．

（ア）厚生労働省の施設等機関（当該研究者が教育職、研究職、医療職（※１ 、福祉職）

（※１ 、指定職（※１）又は任期付研究員（※２）である場合に限る ）） 。

（イ）地方公共団体の附属試験研究機関

（ウ）学校教育法に基づく大学及び同附属試験研究機関

（エ）民間の研究所（民間企業の研究部門を含む ）。

（オ）研究を主な事業目的としている特例民法法人並びに一般社団法人、一般財団法人、

公益社団法人及び公益財団法人（以下「特例民法法人等」という ）。

（カ）研究を主な事業目的とする独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号)第２条

の規定に基づき設立された独立行政法人及び特定独立行政法人

（キ）その他厚生労働大臣が適当と認めるもの

※１ 病院又は研究を行う機関に所属する者に限る。

※２ 任期付研究員の場合、当該研究事業予定期間内に任期満了に伴う退職等によりそ

の責務を果たせなくなることがない場合に限る（研究分担者を除く 。。）

イ．研究計画の組織を代表し、研究計画の遂行（研究成果の取りまとめ、補助金の適正な

執行を含む ）に係る全ての責任を負う者であって、外国出張その他の理由により長期。

にわたりその責務を果たせなくなること又は定年等により退職し試験研究機関等を離れ

ること等の見込みがない者

※ 厚生労働省本省の職員として補助金の配分先の選定に関わっていた期間から１年を
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経ない者（ア （ア）～（カ）に掲げる者を除く ）は、当該者が配分に関わった研． 。

究事業について、補助金の応募はできないものとする。

なお 「補助金の配分先の選定に関わっていた」者は、以下の者とする。、

・技術総括審議官、厚生科学課長及び研究企画官

・補助金の各研究事業の評価委員会委員を務めた厚生労働省本省の職員

ウ （ア）又は（イ）に該当する者．

（ア）先端医療開発特区（スーパー特区）に採択された課題（以下「スーパー特区採択課

題」という ）の研究代表者。

（イ）スーパー特区採択課題の研究分担者又は研究協力者であって、応募についてスーパ

ー特区採択課題の研究代表者の承諾を得た者（※）

※ スーパー特区採択課題の研究代表者の承諾書（様式自由）を研究計画書に添付する

こと。

（２）研究組織及び研究期間等

ア．研究組織

研究代表者が当該研究を複数の者と共同で実施する場合の組織は、次に掲げる者

により構成されるものとする。

（ア）研究代表者（従前の主任研究者）

研究計画の遂行にすべての責任を負わねばならない。

（イ）研究分担者（従前の分担研究者 （ １）アに該当し、かつ、イ※書きに該当）（

しない者に限る ）。

研究代表者と研究項目を分担して研究を実施し、分担した研究項目について

実績報告書を作成する必要がある。

また、分担した研究項目の遂行に必要な経費の配分を受けた場合、その適正

な執行に責任を負わねばならない。

（ウ）研究協力者

研究代表者の研究計画の遂行に協力する。

なお、研究に必要な経費の配分を受けることはできない。

また、研究協力者は実績報告書を作成する必要はない。

イ．研究期間

厚生労働科学研究費補助金取扱規程（平成１０年厚生省告示第１３０号）第９条

第１項の規定に基づく交付基準額等の決定通知がなされた日以後であって実際に研

究を開始する日から当該年度の実際に研究が終了する日までとします。

ウ．所属機関の長の承諾

研究代表者及び研究分担者（以下「研究代表者等」という ）は、当該研究に応。

募することについて所属機関の長の承認を得てください。なお、当該研究の実施に

係る承諾書の提出は補助金を申請する時に提出していただくこととなります。

（３）対象経費

ア．申請できる研究経費
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研究計画の遂行に必要な経費及び研究成果の取りまとめに必要な経費。

なお、経費の算出に当たっては 「Ⅵ.補助対象経費の単価基準額一覧表」を参考、

にしてください。

直接研究費 人 件 費（※）
謝 金（研究代表者及び研究分担者に対する謝金は支出で

きない ）。
旅 費（国内旅費及び外国旅費）
調査研究費 備 品 費

消 耗 品 費
印 刷 製 本 費
通 信 運 搬 費
光 熱 水 料
借料及び損料
会 議 費
賃 金
雑 役 務 費

委 託 費
（直接研究費の範囲内（原則１／２以内）において、研究事業のー部を他の研究機

関に委託して行うための経費）

間接経費

※ 人件費については、厚生労働科学研究費補助金取扱細則別表第１の「１ 直接研

究費」の（１）人件費に掲げる場合に限り補助の対象となります。

イ．直接研究費及び委託費(以下「研究費」という。)として申請できない経費について

補助金は、当該研究計画を遂行する上で必要な一定の研究組織、研究用施設及び

設備等の基盤的研究条件が最低限確保されている研究機関の研究者又は公益法人等

を対象としているため、次のような経費は申請することはできませんので留意して

ください。

（ア）建物等施設に関する経費

ただし、補助金により購入した設備備品を導入することにより必要となる据

え付け費及び調整費を除く。

（イ）研究を補助する者に対する月極めの給与、退職金、ボーナスその他各種手当

（若手研究者育成活用事業などの推進事業を利用してください ）。

（ウ）机、いす、複写機等研究機関で通常備えるべき設備備品を購入するための経費

（エ）研究実施中に発生した事故又は災害の処理のための経費（被験者に健康被害が

生じ補償を要する場合に当該補償を行うために必要な保険（当該研究計画に位置

づけられたものに限る ）の保険料を除く ）。 。

（オ）その他研究に関連性のない経費。

ウ．外国旅費等について

研究代表者等が当該研究上必要な専門家会議、情報交換及び現地調査又は国際学

会等において当該研究の研究成果等の発表を行う場合に、１行程につき最長２週間

（※）の期間に限り、海外渡航に必要な外国旅費及び海外で必要となる経費（諸謝

金並びに調査研究費の各費目に限る ）が補助対象となっています。ただし、補助。

対象となる外国旅費等の総額は、次のとおり上限額が設定されております。

区 分 上限額
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① 交付額２５，０００千円以上 ５，０００千円

② 交付額３，０００千円以上～２５，０００千円未満 交付額の２０％

③ 交付額１，０００千円以上～３，０００千円未満 ６００千円

※ 天災その他事故によりやむを得ず１行程が２週間の期間を超えた場合には、厚生

労働大臣が認めた最小行程を補助対象とする場合がある。

※ 国際学会において当該研究の研究成果の発表を行う場合等の「学会参加費」につ

、 、いては 発表を行うために必要な最低限の費用であることを確認できる場合に限り

補助対象とする場合がある。

エ．国内学会参加旅費について

、 、研究代表者等が 当該研究の研究成果の発表を行うことを確認できる場合に限り

補助対象となっています。ただし、補助対象となる国内学会参加旅費の総額は、次

のとおり上限額が設定されております。

※ 国内学会（国内で開催される国際学会含む ）において当該研究の研究成果の。

発表を行う際の「学会参加費」については、発表を行うために必要な最低限の費

用であることを確認できる場合に限り、補助対象とする場合がある。

区 分 上限額

① 交付額２５，０００千円以上 ２，５００千円

② 交付額３，０００千円以上～２５，０００千円未満 交付額の１０％

③ 交付額１，０００千円以上～３，０００千円未満 ３００千円

オ．備品について

価格が５０万円以上の機械器具等の備品については、賃借が可能な場合は原則と

して賃借によることとされております。ただし、賃借が可能でない場合、又は、購

入した場合と研究期間内で賃借をした場合とを比較して、購入した場合の方が安価

な場合等は、購入して差し支えありません。

なお、賃借をする場合であっても、所有権の移転を伴うものは認められません。

※ 補助金で取得した財産（備品等）については 「厚生労働科学研究補助金によ、

り取得した財産の取扱いについて （平成１４年６月２８日厚科第０６２８００」

３号厚生科学課長決定）により取り扱ってください。

カ．賃金について

研究代表者等の研究計画の遂行に必要な資料整理等（経理事務等を行う者を含

む ）を行う者（研究補助者）を日々雇用する経費（賃金）については、補助金か。

ら支出し、研究機関において雇用することができます。
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この場合、研究機関が雇用するために必要となる経費は、研究代表者等から所属

する研究機関に納入してください（間接経費が支給される場合は除く 。）

研究代表者等が国立試験研究機関（※）に所属する場合、経理事務及び研究補助

に要する賃金職員は別途の予算手当によって各機関一括して雇用するため、補助金

からこれらに係る賃金は支出できません。

※ 国立試験研究機関とは、国立医薬品食品衛生研究所、国立社会保障・人口問題

研究所、国立感染症研究所及び国立保健医療科学院をいう。

キ．間接経費について

間接経費は、補助金を効果的・効率的に活用できるよう、研究の実施に伴い研究

機関において必要となる管理等に係る経費を、研究費等に上積みして措置するもの

であり、補助金を受給する研究代表者の研究環境の改善や研究機関全体の機能の向

上に資することを目的としています。

平成２１年度に新規採択される公募課題に係る間接経費は、研究費１，０００万

円以上の課題について研究費の３０％を限度に希望することができます。なお、研

究代表者が国立試験研究機関に所属する場合には支給の対象外となります。

（４）応募に当たっての留意事項

ア．補助金の管理及び経理について

補助金の管理及び経理の透明化並びに適正化を図るとともに、研究代表者及び経

費の配分を受ける研究分担者の研究費等の管理及び経理事務に係る負担の軽減を図

る観点から、補助金の管理及び経理事務は、研究代表者等の所属機関の長に必ず委

任してください。

イ．不正経理等及び研究不正への対応について

（ア）不正経理等に伴う補助金の交付の制限について

研究者が補助金の不正経理又は不正受給（偽りその他不正の手段により補助

金を受給することをいう （以下「不正経理等」という ）により、平成１６。） 。

年度以降、補助金適正化法第１７条第１項の規定に基づき、補助金の交付決定

の全部又は一部を取り消された場合については、次に掲げる場合に応じ、それ

ぞれ一定期間、当該研究者（不正経理等を共謀した者を含む ）は補助金の交。

付の対象外となり、研究分担者となることもできません。

なお、研究分担者が不正経理を行った場合は、研究分担者のみが補助金の交

付対象外となります。

また、他の競争的研究資金等及び競争的研究資金等以外の補助金等（補助金

適正化法第２条第１項に規定する「補助金等」をいう。以下「補助金等」とい

う ）において不正経理等を行った場合（不正経理等を共謀した場合を含む ）。 。

も上記に準じ、次に掲げるとおり取り扱います。

○補助金において不正経理等を行った場合

① 不正経理により、補助金適正化法に基づき、交付決定の全部又は一部を取り

消された場合（②及び③に掲げる場合を除く ）。
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→ 補助金の返還が命じられた年度の翌年度及び翌々年度

② 不正経理により研究以外の用途へ補助金を使用し補助金適正化法に基づき、

交付決定の全部又は一部を取り消された場合（③に掲げる場合を除く ）。

→ 補助金の返還が命じられた年度の翌年度以降２年以上５年以内の間で当該

他の用途への使用の内容等を勘案して相当と認められる期間

③ 不正受給を行った場合

→ 補助金の返還が命じられた年度の翌年度以降５年間

○他の競争的研究資金等において不正経理等を行った場合

・平成１６年度以降に他の競争的研究資金等において不正経理等を行い、補助金

適正化法に基づき当該競争的研究資金等の交付の制限を受けた場合

→ 当該競争的研究資金等の交付の制限を受けた期間と同一期間

（注）ここでいう「競争的研究資金等」とは 「厚生労働科学研究費補助金取扱規程、

第３条第７項の規定による特定給付金及び補助金を交付しないこととする期間

の取扱いについて （平成１８年３月３１日厚科第０３３１００２号厚生科学課」

長決定）でいう、特定給付金のことを指します。

○競争的研究資金等以外の補助金等において不正経理等を行った場合

① 平成１６年度以降に補助金等（競争的研究資金等を除く ）において、不正経。

理を行い、補助金適正化法に基づき、交付決定の全部又は一部を取り消された

場合（②及び③に掲げる場合を除く ）。

→ 補助金等の返還が命じられた年度の翌年度及び翌々年度

② 不正経理により研究以外の用途へ補助金等を使用し、補助金適正化法に基づ

き、交付決定の全部又は一部を取り消された場合（③に掲げる場合を除く ）。

→ 補助金等の返還が命じられた年度の翌年度以降２年以上５年以内の間で当

該他の用途への使用の内容等を勘案して相当と認められる期間

③ 不正受給を行った場合

→ 補助金等の返還が命じられた年度の翌年度以降５年間

なお、不正経理等を行った研究者及びそれらに共謀した研究者に関する情報

については 「競争的資金の適正な執行に関する指針 （平成１７年９月９日、 」

競争的研究資金に関する関係府省連絡会申し合わせ。平成１９年１２月１４日

最終改正）に基づき、他府省を含む他の競争的研究資金担当課（独立行政法人

である配分機関を含む。以下同じ ）に当該不正経理等の概要（不正経理等を。

した研究者名、競争的研究資金名、所属機関、研究課題、交付（予定）額、研

究年度、不正の内容等）の提供を行います。また、悪質な事案についてはその

概要を公表することがあります。その結果、他の競争的研究資金担当課が、そ

の所管する競争的研究資金について、当該研究者の応募を制限する場合があり

ます。

※ 不正経理等については平成１８年８月３１日に総合科学技術会議で策定された

「公的研究費の不正使用等の防止に関する取組について（共通的な指針 」を踏）

まえ 「厚生労働科学研究費補助金における事務委任について（平成１３年７月、

）」 、５日厚科第３３２号厚生科学課長決定 を平成２０年２月２７日付けで改正し

研究機関における補助金の管理及び経理に関する体制及び監査について報告を求
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めることとしています。当該報告等により、補助金の管理・監査体制に明らかな

問題があることが判明した場合は、問題が是正されるまで、補助金支給の見合せ

等の対応をとることになりますので、ご留意ください。

（参考）

「公的研究費の不正使用等の防止に関する取組について（共通的な指針 」）

（http://www8.cao.go.jp/cstp/output/iken060831.pdf）

（イ）研究上の不正について

科学技術の研究は、事実に基づく研究成果の積み重ねの上に成り立つ壮大な

創造活動であり、この真理の世界に偽りを持ち込む研究上の不正は、科学技術

及びこれに関わる者に対する信頼性を傷つけるとともに、研究活動の停滞をも

たらすなど、科学技術の発展に重大な悪影響を及ぼすものです。そのため研究

者は、所属する機関の定める倫理綱領・行動指針、日本学術会議の示す科学者

の行動規範等を遵守し、高い倫理性を持って研究に臨むことが求められます。

このため、補助金においては、研究上の不正を防止し、それらへの対応を明

示するために、総合科学技術会議からの意見具申「 研究上の不正に関する適切『

な対応について』に関する意見 （平成１８年２月２８日）を踏まえ 「研究活」 、

動の不正行為への対応に関する指針 （平成１９年４月１９日厚生科学課長、国」

立病院課長決定）を策定し、このような不正に対して、補助金の打ち切り及び

返還、一定期間交付の対象外とする、申請の不採択、不正の内容及び措置の公

表、他府省への情報提供等の対応を行います。

※ 不正経理等及び研究上の不正の告発について、補助金の不正経理等や研究上の

不正行為がありましたら、まずは不正が行われた研究活動に係る競争的資金の配

分を受けている機関（大学、公的研究機関等）にご相談ください。これらの機関

でのご相談が困難な場合には 「Ⅲ．照会先一覧」に記載されている連絡先にご相、

談ください。

ウ．経費の混同使用の禁止について

他の経費（研究機関の経常的経費又は他の補助金等）に補助金を加算して、１個

又は１組の物品を購入したり、印刷物を発注したりすることはできません。

エ．研究計画策定に当たっての研究倫理に関する留意点について

法律、各府省が定める以下の省令・倫理指針等を遵守してください。これらの法

律・省令・指針等の遵守状況について調査を行うことがありますので、予めご了解

ください。また、これらの法令等に違反して研究事業を実施した場合は、採択の取

消し又は補助金の交付決定取消し、返還等の処分を行うことがあります。

○ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律(平成１２年法律第１４６号)

○特定胚の取扱いに関する指針（平成１３年文部科学省告示第１７３号）

○ヒトＥＳ細胞の樹立及び使用に関する指針（平成１９年文部科学省告示第８７

号）

○ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針（平成１６年文部科学省・厚生

労働省・経済産業省告示第１号）

○医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令（平成９年厚生省令第２８号）

○手術等で摘出されたヒト組織を用いた研究開発の在り方について（平成１０年
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厚生科学審議会答申）

○疫学研究に関する倫理指針（平成１９年文部科学省・厚生労働省告示第１号）

○遺伝子治療臨床研究に関する指針（平成１６年文部科学省・厚生労働省告示第

２号）

○臨床研究に関する倫理指針（平成２０年厚生労働省告示第４１５号）

○ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する倫理指針（平成１８年厚生労働省告示第

４２５号）

○研究機関等における動物実験等の実施に関する基本指針（平成１８年文部科学

省告示第７１号 、厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施）

に関する基本指針（平成１８年６月１日付厚生労働省大臣官房厚生科学課長通

知）又は農林水産省の所管する研究機関等における動物実験等の実施に関する

基本指針（平成１８年６月１日付農林水産省農林水産技術会議事務局長通知）

※ 特例民法法人等から交付される研究資金も含め、他の資金と補助金の関係につ

いては、厚生労働科学研究における利益相反（Conflict of Interest : COI）の

管理に関する指針（平成２０年３月３１日付科発第０３３１００１号厚生労働省

大臣官房厚生科学課長決定）により管理することとされています。平成２２年度

以降の厚生労働科学研究費補助金の交付申請書提出前にＣＯＩ委員会が設置され

ず、あるいは外部のＣＯＩ委員会への委託がなされていない場合には、原則とし

て、平成２２年度以降の厚生労働科学研究費補助金の交付を受けることはできな

いとされているので、あらかじめご留意ください。

オ．臨床研究登録制度への登録について

介入を行う臨床研究であって、侵襲性を有するものを実施する場合には 「臨床、

研究に関する倫理指針」に基づき、当該臨床研究を開始するまでに以下の三つのう

ちいずれかの臨床研究登録システムに登録を行ってください。また、事業実績報告

書の提出時に、登録の有無を記載した報告書（様式自由）を別に添付すること。な

お、登録された内容が、実施している研究の内容と齟齬がないかどうかについて調

査を行うことがありますのであらかじめご了解ください。

○大学病院医療情報ネットワーク（UMIN 「臨床試験登録システム」）

http://www.umin.ac.jp/ctr/index-j.htm

○(財)日本医薬情報センター（JAPIC 「臨床試験情報」）

http://www.clinicaltrials.jp/user/cte_main.jsp

○(社)日本医師会治験促進センター「臨床試験登録システム」

https://dbcentre2.jmacct.med.or.jp/ctrialr/

カ．補助金の応募に当たっての留意点について

補助金の応募に当たっては、｢Ⅴ.公募研究事業の概要等｣の＜新規課題採択方針

＞及び＜公募研究課題＞の記載内容をよく確認し、応募を行う研究内容が行政のニ

ーズを満たすものであるかどうかを十分検討してください。

キ．府省共通研究開発管理システムについて

平成２０年１月より、競争的資金制度を中心として研究開発管理に係る一連のプ

ロセスをオンライン化した府省共通研究開発管理システム 以下 e-Rad という )（ 「 」 。

が稼働しています。厚生労働科学研究費補助金においても、e-Radを用いて公募を

行います。
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（ア）e-Radの使用に当たっての留意事項

操作方法に関するマニュアルは、e-Radのポータルサイト（http://www.e-rad.

go.jp/）から参照またはダウンロードすることができます。システム利用規約に

同意の上、応募してください。

○e-Radの利用可能時間帯

（月～金） 午前６：００から翌午前２：００まで

（日曜日） 午後６：００から翌午前２：００まで

土曜日は運用停止とします。なお、祝祭日であっても上記の時間帯は利用可能

です。ただし、上記利用可能時間内であっても保守・点検を行う場合、e-Radの

運用停止を行うことがあります。運用停止を行う場合は、ポータルサイトにて予

めお知らせします。

○研究機関の登録

研究者が研究機関を経由して応募する場合、所属する研究機関は応募時までに

登録されていることが必要となります。

研究機関の登録方法については、ポータルサイトを参照してください。登録手

続きに日数を要する場合がありますので、２週間以上の余裕をもって登録手続き

をするよう十分注意してください。

なお、一度登録が完了すれば、他制度・事業の応募の際に再度登録する必要は

ありません。また、他制度・事業で登録済みの場合は再度登録する必要はありま

せん。

ここで登録された研究機関を以下「所属研究機関」と称します。

○研究者情報の登録

研究課題に応募する研究代表者および研究に参画する研究分担者は研究者情報

、 、 。を登録し システムログインＩＤ パスワードを取得することが必要となります

所属研究機関に所属している研究者の情報は所属研究機関が登録します。なお、

文部科学省の科学研究費補助金制度で登録されている研究者情報は、既にこのe-

Radに登録されています。所属研究機関に所属していない研究者の情報は、e-Rad

運用担当で登録します。必要な手続きはポータルサイトを参照してください。

○個人情報の取扱い

応募書類等に含まれる個人情報は、不合理な重複や過度の集中の排除のため、

他府省・独立行政法人を含む他の研究資金制度・事業の業務においても必要な範

囲で利用（データの電算処理及び管理を外部の民間企業に委託して行わせるため

の個人情報の提供を含む ）する他、e-Radを経由し、内閣府の「政府研究開発デ。

ータベース」へ提供します。

（イ）e-Rad上で提出するにあたっての注意

制度・事業内容を確認の上 「厚生労働科学研究費補助金への応募に係る研究、

者のe-Radへの入力方法について（平成２１年６月１９日版 （付その２）を参）」

考に、応募情報登録を行って下さい。

e-Rad上で入力された応募情報登録は、所属研究機関での承認を経て配分機関

へ提出されます。所属研究機関で承認されない場合には、受付できませんのでご
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注意下さい。

所属研究機関が承認処理をするまでは内容を修正することが可能ですが、配分

機関へ応募した時点以降は修正することができません。それ以降に修正が必要な

場合は、各研究事業の照会先に修正したい旨を連絡してください。

（ウ）e-Radの操作方法に関する問い合わせ先

e-Radの操作方法に関する問い合わせは、ヘルプデスクにて受け付けます。ポ

ータルサイトをよく確認の上、問い合わせてください。なお、審査状況、採否に

関する問い合わせには一切回答できません。

○ヘルプデスク

0120-066-877

（受付時間帯）午前９時３０分から午後５時３０分まで

※土曜日、日曜日、国民の祝日および年末年始（12月29日～1月3日）を除く。

（５）公募期間 平成２１年６月１９日（金）～７月２１日（火）

なお、e-Rad上での応募手続きについては、７月２１日（火）午後５時

３０分で終了となります。

※１ e-Rad上で公募していますが、当面の間はe-Radによる応募手続き

とともに、従前どおり、書面の提出も必要です （公募期間内のe-R。

ad上での応募手続き終了（所属研究機関の承認処理終了）及び書面

の提出の双方がなされないと応募となりませんので、十分ご注意く

ださい ）。

※２ e-Rad上の応募が可能なのは、e-Radの利用可能時間帯のみですの

でご注意ください。なお、公募期間最終日（７月２１日（火 ）は）

午後５時３０分で終了となりますので、十分ご注意ください。

※３ e-Rad上の受付状況の確認は 「受付状況一覧画面」から行うこと、

ができます。公募期間終了時までに受付状況が「配分機関受付中」

「 」 、又は 配分機関処理中 となっていない場合は無効となりますので

十分ご注意ください。

※４ 書面の提出に当たっては、以下にご留意ください。

・郵送の場合：次に示す（８）提出先あてに郵送してください。そ

の場合、簡易書留等、配達されたことが証明できる方法とし、封書

宛名左下に赤字で「研究事業名」及び「公募課題番号」を記入して

ください。なお、７月２１日（火）までの消印も有効としますが、

公募期間内にできるだけ到着するよう余裕をもって投函してくださ

い。

・ご持参の場合：次に示す（８）提出先にご提出ください。上記公

募期間中、受付時間は９：３０～１２：００及び１３：００～１７

：００です。ただし、土・日・祝日の受付は行っておりませんので

ご留意ください。
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（６）提出書類 補助金に応募する研究代表者は、研究計画書（様式Ａ（１ ）を提出し）

てください。

※１ 平成２１年度より様式を変更しておりますので、内容をご確認の上作成してく

ださい。

※２ 書面の提出は、e-Rad上での応募手続きに前後しても差し支えありませんが、

上記（５）の公募期間内にe-Rad上での手続き及び書面の提出の双方が終了して

いる必要があります。

（７）提出部数 研究計画書２部（研究計画書（正本）１部、写し１部）

（研究計画書は、両面印刷し左上をホチキスで止めること ）。

（８）提出先 厚生労働省内の各研究事業担当課 ＜「Ⅲ．照会先一覧」参照＞

〒１００－８９１６

東京都千代田区霞が関１－２－２（中央合同庁舎第５号館）

（９）その他

ア．研究の成果及びその公表

研究の成果は、研究者等に帰属します。ただし、補助金による研究事業の成果に

よって、相当の収益を得たと認められる場合には、交付した補助金の全部又は一部

に相当する金額を国庫に納付してもらうことがあります。

なお、補助金による研究事業の報告書等は公開となります。

また、研究事業の結果又はその経過の全部若しくは一部について、新聞、書籍、

雑誌等において発表を行う場合は、補助金による事業の成果である旨を明らかにし

てください。

※ 研究により得られた成果は研究の成果を継続的に追跡して評価するため 「行政、

効果報告（助成研究成果追跡資料）ＷＥＢ登録（http://mhlw-grants.niph.go.jp/

idshinsei/ 」に必ず登録してください。）

イ．補助金による推進事業の活用について

本公募要項に基づく公募による研究者等への研究費補助のほか、採択された研究

課題を支援するため、補助金により、主に次の事業を関係公益法人等において実施

します。

（ア）外国人研究者招へい事業

課題が採択された研究代表者からの申請に基づき、当該研究の分野で優れた研

究を行っている外国人研究者を招へいし、海外との研究協力を推進することによ

り我が国における当該研究の推進を図る事業 （招へい期間：２週間程度）。

（イ）外国への日本人研究者派遣事業

課題が採択された研究代表者からの推薦に基づき、国内の若手日本人研究者を

外国の研究機関及び大学等に派遣し、当該研究課題に関する研究を実施すること
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により、我が国における当該研究の推進を図る事業 （派遣期間：６ヶ月程度）。

（ウ）リサーチ・レジデント事業（若手研究者育成活用事業）

課題が採択された研究代表者からの申請に基づき、研究代表者等の所属する研

（ 、究機関に当該研究課題に関する研究に専念する若手研究者を一定期間 原則１年

最長３年まで延長）派遣し、当該研究の推進を図るとともに、将来の我が国の当

該研究の中核となる人材を育成するための事業。

（対象者：博士の学位を有する者又はそれと同等の者（満３９歳以下の者 ））

当該事業に係る募集案内については、研究課題採択後に実施団体から直接研究

代表者あて行うこととなります。

ウ．健康危険情報について

厚生労働省においては、平成９年１月に「厚生労働健康危機管理基本指針」を策

定し、健康危機管理の体制を整備しており、この一環として、国民の生命、健康に

重大な影響を及ぼす情報（以下「健康危険情報」という ）については、補助金に。

より研究を行う研究者からも広く情報収集を図ることとしておりますので、その趣

旨をご理解の上、研究の過程で健康危険情報を得た場合には、厚生労働省への通報

をお願いします。

なお、提供いただいた健康危険情報については、厚生労働省において他の情報も

併せて評価した上で必要な対応を検討するものであり、情報提供に伴う責任が研究

者に生じるものではありませんので、幅広く提供いただくようお願いします。

エ．政府研究開発データベース入力のための情報

補助金により行う研究については、府省横断的なデータベースである「政府研究

開発データベース （内閣府総合科学技術会議事務局）への入力対象となります。」

以下の情報については、e-Radを通じて、政府研究開発データベースに提供されま

す。

（ア）研究者番号（８桁）

e-Radにより研究者に一意に付与される研究者固有の番号（８桁）を「研究者

」 。 、 、 、番号 と呼びます 本システムで 対象とする制度・事業について 研究課題名

研究者名、研究期間、配分額等の基本情報を取り扱うに当たって、研究者に対し

て「研究者番号」を発行し研究者の一意性を確保します。

※ 従来の「研究者ＩＤ」とは異なりますのでご留意ください。

（イ）エフォート

研究代表者等は、研究者が当該研究の実施に必要とする時間が年間の全勤務時

間（正規の勤務時間以外の勤務時間を含む ）に占める割合を百分率で表した数。

値（１未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た数値 （いわゆるエフ）

ォート）を記入してください。

また、このエフォートについては、各研究者が当該研究について何％ずつ分担

するのかを問うものではありませんので、誤解のないようお願いします。

（ウ）研究分野

主たる研究分野を「重点研究分野コード表」より選び、研究区分番号、重点研
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究分野、研究区分を記入するとともに、関連する研究分野（最大三つ）について

も同様に記入願います。

（エ）研究キーワード

当該研究の内容に即した、研究キーワードについて 「研究キーワード候補リ、

スト」より選び、コード番号、研究キーワードを記入願います （最大五つ）。

、 。該当するものがない場合 ３０字以内で独自のキーワードを記入してください

（オ）研究開発の性格

当該研究について、基礎研究、応用研究、開発研究のいずれに当たるかを記入

願います。

オ．競争的研究資金の不合理な重複及び過度の集中の排除について

（ア）補助金の応募の際には、厚生労働省から交付される研究資金（特例民法法人等か

ら配分されるものを含む 、他府省の研究資金、独立行政法人から交付される研。）

究資金及び特例民法法人等から交付される研究資金等の応募・受入状況（研究事業

名、研究課題名、実施期間、補助要求額、エフォート等）を研究計画書に記載して

いただきます。なお、計画書に事実と異なる記載をした場合は、研究課題の採択の

取り消し又は補助金の交付決定取り消し、返還等の処分を行うことがあります。

（イ）課題採択に当たっては 「競争的研究資金の不合理な重複及び過度の集中の排除、

」（ ） 、等に関する指針 競争的研究資金に関する関係府省連絡会申し合わせ に基づき

、 、e-Radを活用し 不合理な重複及び過度の集中の排除を行うために必要な範囲内で

（ 。）応募内容の一部に関する情報を関係府省 独立行政法人等である配分機関を含む

、 、間で共有し 競争的研究資金の不合理な重複及び過度の集中が認められた場合には

研究課題を採択しない場合等があります。

なお、このような課題の存在の有無を確認する目的で、課題採択前に、必要な範

囲内で、採択予定課題及び及び研究計画書の内容の一部（競争的研究資金名、研究

者名、所属機関、研究課題、研究概要、計画経費等）を他府省を含む他の競争的研

究資金担当課に情報提供する場合があります。

カ．研究課題採択後において、厚生労働省が指示する補助金の交付申請書や事業実績報

告書等の提出期限を守らない場合は、採択の取消しを行うこともありますので十分留

意してください。

から交付される競争的研究資金で、補助キ．他府省の競争的研究資金及び独立行政法人

金と同一内容の研究課題が採択された場合は、速やかに「Ⅲ．照会先一覧」に記載さ

報告し、いずれかの研究を辞退してください。また、公益法人から交付れた担当課へ

される研究資金等で同一内容の研究課題が採択された場合は、速やかに「Ⅲ．照会先

一覧」に記載された担当課へ報告し、指示に従ってください。

、 、 、なお これらの手続きをせず 同一内容の研究課題の採択が明らかになった場合は

補助金の採択の取消し、また、交付決定後においては、補助金の返還等を求めること

があります。

個人情報の取扱いク．
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補助金に係る研究計画書又は交付申請書等に含まれる個人情報は、補助金の業務

のために利用及び提供されます。また、採択された個々の課題に関する情報（制度

名、研究課題名、研究者名、所属研究機関名、予算額及び実施期間）は 「行政機、

関の保有する情報の公開に関する法律 （平成１１年法律第４２号）第５条第１号」

イに定める「公にすることが予定されている情報」とする他、マクロ分析に必要な

情報は「政府研究開発データベース」への入力のため内閣府に提供され、分析結果

が公表される場合があります。また、上記オに基づく情報提供が行われる場合があ

ります。

なお、採択課題名等（研究代表者名を含む ）及び研究報告書(概要版を含む。)。

については、印刷物、厚生労働省ホームページ（厚生労働科学研究成果データベー

ス）により公開されます。

ケ．リサーチツール特許の使用の円滑化について

リサーチツール特許については 「ライフサイエンス分野におけるリサーチツー、

ル特許の使用の円滑化に関する指針 （平成１９年３月１日総合科学技術会議）に」

基づき、適切に取り扱うよう努めてください。

Ⅲ．照会先一覧

先端医療開発特区採択課題を加速する研究の公募に関して疑問点等が生じた場合には、次表

に示す連絡先に照会してください。

区 分 連絡先（厚生労働省代表03-5253-1111）

[ⅰ] 厚生科学基盤研究分野

１．先端的基盤開発研究事業

（１）再生医療実用化研究事業 医政局研究開発振興課（内線4151）

（２）創薬基盤推進研究事業 医政局研究開発振興課（内線4151）

２．臨床応用基盤研究事業

（１）医療技術実用化総合研究事業 医政局研究開発振興課（内線4151）

[ⅱ] 疾病・障害対策研究分野

１．生活習慣病・難治性疾患克服総合研
究事業

（１）難治性疾患克服研究事業 健康局疾病対策課（内線2356）
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Ⅳ．研究課題の評価

研究課題の評価は 「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針 （平成２０年４月１、 」

日厚生労働省大臣官房厚生科学課長決定）に基づき、新規申請課題の採択の可否等について

審査する「事前評価 、研究継続の可否等を審査する「中間評価 （※ 、研究終了後の研究」 」 ）

成果を審査する「事後評価」の３つの過程に分けられます。

「事前評価」においては、提出された研究計画書に基づき外部専門家により構成される事

前評価委員会において 「専門的・学術的観点」と「行政的観点」の両面からの総合的な評、

価（研究内容の倫理性等総合的に勘案すべき事項についても評定事項に加えます ）を経た。

のち、研究課題が決定され、その結果に基づき補助金が交付されます （なお、大型の公募。

、 、 、 、研究課題については 必要に応じ申請者に対して申請課題に対する研究の背景 目的 構想

研究体制、展望等についてのヒアリングや施設の訪問調査を実施し、評価を行います ）。

研究課題決定後は、速やかに申請者へ文書で通知します。

また、採択された課題等については、印刷物のほか厚生労働省ホームページ等により公表

します。

※ 研究期間が複数年度で採択された研究課題であっても、中間評価により中途で終了

することがあります。

（１）専門的・学術的観点からの評価に当たり考慮すべき事項

ア．研究の厚生労働科学分野における重要性

・厚生労働科学分野に対して有用と考えられる研究であるか

イ．研究の厚生労働科学分野における発展性

・研究成果が厚生労働科学分野の振興・発展に役立つか

・臨床研究の場合は、いわゆる臨床研究登録がなされる予定か

ウ．研究の独創性・新規性

・研究内容が独創性・新規性を有しているか

エ．研究目標の実現性・即効性

・実現可能な研究であるか

・研究が効率的に実施される見込みがあるか

オ．研究者の資質、施設の能力

・研究業績や研究者の構成、施設の設備等の観点から、遂行可能な研究であるか

・臨床研究の場合は、疫学・生物統計学の専門家が関与しているか

（２）行政的観点からの評価に当たり考慮すべき事項

ア．行政課題との関連性

・厚生労働行政の課題と関連性がある研究であるか

イ．行政的重要性

・厚生労働行政にとって重要な研究であるか

・社会的・経済的効果が高い研究であるか

ウ．行政的緊急性

・現時点で実施する必要性・緊急性を有する研究であるか
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Ⅴ．公募研究事業の概要等

＜補助金のうち本公募要項において公募を行う研究類型について＞

厚生科学審議会科学技術部会に設置した「今後の中長期的な厚生労働科学研究の在り方

に関する専門委員会」の中間報告書（http://www.mhlw.go.jp/shingi/2005/04/s0421-4.ht

ml）に基づき、平成１８年度から本補助金を５つの研究類型に整理しました。

本公募要項では 「指定型 「戦略型 「プロジェクト提案型」及び「若手育成型」を除、 」、 」、

いた次の類型について募集を行います。

１．一般公募型

一般公募による競争的枠組み。

＜各研究事業の概要及び新規課題採択方針等＞

[ⅰ] 厚生科学基盤研究分野

１．先端的基盤開発研究事業

（１）再生医療実用化研究事業

＜事業概要＞

再生医療は、健康寿命の延伸に寄与する次世代医療技術であり、その実用化への期待は大

きい。本事業では、新たな再生医療技術の開発について、疾患への応用を見据えた研究開発

の実施、安全・品質に配慮した技術開発の推進を図ることとしている。本事業で生み出され

た成果が、より安全・有効な治療法として速やかに臨床応用されることが重要であることか

ら、臨床応用により近い段階にある研究に対して支援の重点化を図る。

＜新規課題採択方針＞

【一般公募型】

① 各分野（神経・運動器、肝臓・膵臓、皮膚・感覚器あるいは歯等）における再生医療

技術の早期臨床応用を目標としたエビデンス創出のための研究

② 再生医療を活用する新規治療技術の実用化に関連した、細胞・組織等を用いる治療技

術の安全性・品質の確保に関する技術開発

研究費の規模：１課題当たり

公募研究課題①～② 30,000千円～50,000千円程度（１年当たりの研究費）

研究期間：３年（中間評価の結果如何によっては研究の継続不可となる場合がある ）。

新規採択予定課題数：２１頁参照

＜公募研究課題＞

【一般公募型】

① 各分野（神経・運動器、肝臓・膵臓、皮膚・感覚器あるいは歯等）における再生医療

技術の早期臨床応用を目標としたエビデンス創出のための研究 （２１０４０４０１）

（留意点）
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・研究申請者の所属する施設が細胞調製施設等を有し、基礎研究から前臨床研究、臨床

応用へと一貫した研究開発を行う研究、又はシーズを有するにもかかわらず、細胞調製

施設等を有する臨床研究機関に属さない研究者が、当該施設等を有する臨床研究機関と

の共同研究により、早期臨床応用が可能となる研究（拠点共同利用型研究）のいずれか

とする。また、研究機関のネットワークによる多施設共同研究が望ましい。

・研究成果を社会に還元するため、研究期間内において 「ヒト幹細胞を用いる臨床研、

究に関する指針（平成１８年厚生労働省告示４２５号 」に則り臨床研究が開始されて）

いるか、又は橋渡し研究中であり、３年以内に開始可能となる課題を優先する。

② 再生医療を活用する新規治療技術の実用化に関連した、細胞・組織等を用いる治療技

術の安全性・品質の確保に関する技術開発 （２１０４０５０１）

（留意点）

・研究期間内において臨床研究又は治験へ移行するものを対象とし、薬事法に基づく治

験を実施する研究を優先して採択する。

・特に、再生医療における、感染リスクの排除、同一性の確保、免疫反応・がん化等の

抑制、あるいは品質管理に関する研究を優先して採択する。

＜研究計画書を作成する際の留意点＞

研究計画書の提出に当たり、以下の点に留意すること。

ア．スーパー特区採択課題の研究の加速に資する研究を採択するものであること。そのた

め、研究計画書の「９．期待される成果」において、１）どのように研究を加速するの

か、２）研究の加速の程度等について、説明すること。

イ．スーパー特区採択課題における既存の研究課題と重複しないよう留意すること。

ウ．応募資格者については、Ⅱ （１）に規定されているため留意すること。．

エ 「９．期待される成果」について、より具体的に把握するため、申請研究終了時に期．

待される成果と、研究分野の長期的な成果（目標）とを別々に示すこと。

．「 ． 」 、 、 ） ）オ １２ 申請者の研究歴等 について より詳細に把握するため 以下のア 及びイ

の項目に該当する論文（全文）の写し３編を添付した研究計画書を２部提出すること。

欧文のものについては日本語要旨も添付すること。

ア）申請する課題に係る分野に特に関連するもの。

イ）申請者が第一著者、若しくは主たる役割を担ったもの。後者の場合はその簡潔な理

由を添付すること。

カ．申請者は、研究代表者及び研究分担者の研究内容が、他の研究課題と重ならないよう

研究計画を作成すること。

キ．法律、各府省が定める省令・倫理指針等を遵守し、適切に研究を実施すること。

． 、 、 、 （ ．ク 特に 研究計画において 妥当なプロトコールが作成され 臨床研究倫理指針等 Ⅱ

応募に関する諸条件等（４）応募に当たっての留意事項エ．研究計画策定に当たっての

研究倫理に関する留意点について参照）に規定する倫理審査委員会の承認が得られてい

る（又はその見込みである）こと。各倫理指針等に基づき、あらかじめ、研究の内容、

費用及び補償の有無等について患者又は家族に説明又は情報公開等し、必要に応じて文

書等により同意を得ていること。

また、モニタリング・監査・データマネジメント等を含めた研究体制や、安全性及び

倫理的妥当性を確保する体制について説明する資料を添付し提出すること。

ケ．介入を行う臨床研究であって、侵襲性を有するものを実施する場合には、臨床研究に

関する倫理指針の規定に基づき、あらかじめ、登録された臨床研究計画の内容が公開さ

れているデータベースに当該研究に係る臨床研究計画を登録すること。なお、事業実施

報告書の提出時に、登録の有無を記載した報告書（様式自由）を別に添付すること。
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（２）創薬基盤推進研究事業

＜事業概要＞

近年のゲノム研究等の進展に伴い、ヒトの細胞や遺伝子などを材料とした研究から重要な

知見が得られるようになっており、研究材料たる生物資源の整備は研究上非常に重要なもの

となっていることから、生物資源（培養細胞、ヒト組織、遺伝子、実験動物、霊長類、薬用

植物）の整備及び薬効評価に利用できるモデル動物（細胞等の評価系を含む）を作成し、厚

生労働科学研究を支える基盤を整備することを目的とする。

＜新規課題採択方針＞

【一般公募型】

① がん 心筋梗塞 脳卒中 認知症等の領域で開発が望まれる新規の疾患モデル動物 細、 、 、 （

胞等の評価系を含む）の開発に関する研究

② 自然発生病態動物の開発法・システムに関する研究

研究費の規模：１課題当たり

公募研究課題①～② 5,000千円～10,000千円程度（１年当たりの研究費）

研究期間：３年（中間評価の結果如何によっては研究の継続不可となる場合がある ）。

新規採択予定課題数：２１頁参照

＜公募研究課題＞

新規有用生物資源の開発に関する研究又は有用生物資源の機能解析に関する研究であっ

て、次に掲げるもの。

【一般公募型】

① がん 心筋梗塞 脳卒中 認知症等の領域で開発が望まれる新規の疾患モデル動物 細、 、 、 （

胞等の評価系を含む）の開発に関する研究 （２１０７０３０１）

（ 、 、 、 ）・動物開発施設で実施する新規の疾患モデル動物 がん 心筋梗塞 脳卒中 認知症等

の開発を目指す研究を採択する。

・本研究で言う「新規」とは、以下のとおり。

ア．過去に適切なモデル動物がいなかったため、薬剤開発等に向けた先駆的な研究が

十分に行い得なかった疾患を対象とするもの

イ．既存のモデル動物より、再現性や利便性並びに経済性の観点から圧倒的に秀でて

いるもの等

・疾患モデル動物の開発に関しては、ニーズがあることが重要であり、創薬等のニーズ

に沿わない研究は対象としない。

・申請に際して、創薬等のニーズの有無に関して、明確に記載すること。

② 自然発生病態動物の開発法・システムに関する研究 （２１０７０４０１）

・動物開発施設で実施する自然発生病態動物の開発法やシステムに関する研究を採択す

る。疾患に関しては特に限定しないが、日本人に代表的な疾患（がん、認知症、生活習

慣病等）のモデル動物開発を目指す課題を優先する。

＜創薬基盤推進研究事業の留意点＞

． 。 、ア スーパー特区採択課題の研究の加速に資する研究を採択するものであること そのため
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「 ． 」 、 ） 、 ）研究計画書の ９ 期待される成果 において １ どのように研究を加速するのか ２

研究の加速の程度等について、説明すること。

イ．スーパー特区採択課題における既存の研究課題と重複しないよう留意すること。

ウ．応募資格者については、Ⅱ （１）に規定されているため留意すること。．

エ．目標を明確にするため、研究計画書の「９．期待される成果」に、当該研究により期待

される科学的成果及び当該成果によりもたらされる学術的・社会的・経済的メリットを具

体的に記載すること。また 「１０．研究計画・方法」に、年度ごとの計画及び達成目標、

を記載するとともに、研究対象となっている生物資源及び所属機関で行っている生物資源

の配分実績（過去３年間 、生物資源を新たに開発する場合は、実際の公的バンク等を介）

した生物資源の普及に至る工程を含めた研究全体の具体的なロードマップを示した資料を

添付すること（様式自由 。）

なお、研究課題の採択に当たっては、これらの記載事項を重視するとともに、中間評価

及び事後評価においては、研究計画の達成度を厳格に評価する。その達成度（未達成の場

合にはその理由、計画の練り直し案）如何によっては、研究の継続が不可となる場合もあ

り得ることに留意すること。

オ．当該事業に採択された研究代表者は、開発・生産した生物資源の普及及び生物資源の解

析データの公開等の事業により創出される成果の活用、生物資源の使用条件等について連

絡調整等を行う運営推進委員会に参加すること。

２．臨床応用基盤研究事業

（１）医療技術実用化総合研究事業

＜事業概要＞

医療技術の実用化に関し、次に掲げることを目的とする研究事業である。

・我が国で生み出された基礎研究の成果を臨床現場に迅速かつ効率的に応用していくため

に必要な技術開発、探索的な臨床研究等を推進すること。

・ 新たな治験活性化５カ年計画 平成19年３月30日医政発第0330064号 に示された 中「 」（ ） 「

核病院」の役割を担う機関について、治験・臨床研究を支える基盤の整備を主に人材育

成の観点から効率的に行うこと。

※上記における「治験・臨床研究」とは 「新たな治験活性化５カ年計画」の推進に係、

る「中核病院」を主体とする治験及び臨床研究のことをいう。

・医薬品や医療機器を用いた治療法等の医療技術について臨床において適切に実施される

ようエビデンスを確立する研究を推進すること。

・患者背景データ等の臨床疫学の基礎となる分野別の疾患の診療・処方実態情報などの診

療コホートのデータベース構築のための仕様等に関する研究を行うこと。

＜新規課題採択方針＞

【一般公募型】

① 基礎研究の成果を適切に臨床応用するために実施する研究であって、薬理試験や用量

探索試験等に関する研究

② 治験・臨床研究基盤をつくる教育プログラムの開発研究

③ 適応外使用を含む技術に関する臨床研究

④ 疾患別患者背景及び処方・診療実態データベースを構築するための仕様等の作成に関

する研究

研究費の規模：１課題当たり
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公募研究課題① 30,000千円～50,000千円程度（１年当たりの研究費）

公募研究課題② 10,000千円～30,000千円程度（１年当たりの研究費）

公募研究課題③ 40,000千円～60,000千円程度（１年当たりの研究費）

公募研究課題④ 3,000千円～20,000千円程度（１年当たりの研究費）

研究期間：３年（中間評価の結果如何によっては研究の継続不可となる場合がある ）。

新規採択予定課題数：２１頁参照

＜公募研究課題＞

【一般公募型】

① 基礎研究の成果を適切に臨床応用するために実施する研究であって、薬理試験や用量

探索試験等に関する研究 （２１１００２０１）

研究代表者又は研究分担者が確立した研究成果を活用して、画期的かつ優れた治療法

を開発するための薬物又は医療技術に関する研究であって、薬理試験や用量探索試験等

を行う研究。

② 治験・臨床研究基盤をつくる教育プログラムの開発研究 （２１１１０３０１）

医師等を含む治験・臨床研究に関わるCRC、データマネージャー、その他IRB委員や事

務職員等の治験・臨床研究支援スタッフ等を対象とした治験・臨床研究に関する教育プ

ログラムの開発を行う研究。治験の実施、臨床研究のプロトコール作成、実施、評価な

どへの具体的関与を含んだものとする。

③ 適応外使用を含む技術に関する臨床研究 （２１１２０５０１）

医薬品や医療機器の治療効果の臨床的エビデンス創出のために実施する臨床研究であ

る （医薬品や医療機器の適応外使用による技術を含む ）。 。

④ 疾患別患者背景及び処方・診療実態データベースを構築するための仕様等の作成に関

する研究 （２１１３０２０１）

医薬品等の開発や安全情報の収集等に当たっても有用な情報となる、患者背景や処方

・診療実態に関するデータベース等の臨床疫学の基礎となる分野別のコホートのデータ

ベースを臨床機関と協力して構築するための仕様等を作成する研究を採択する。なお、

産学等共同研究であることが望ましい。

＜臨床応用基盤研究事業全体に関する留意点＞

． 。 、ア スーパー特区採択課題の研究の加速に資する研究を採択するものであること そのため

「 ． 」 、 ） 、 ）研究計画書の ９ 期待される成果 において １ どのように研究を加速するのか ２

研究の加速の程度等について、説明すること。

イ．スーパー特区採択課題における既存の研究課題と重複しないよう留意すること。

ウ．応募資格者については、Ⅱ （１）に規定されているため留意すること。．

エ．目標を明確にするため、研究計画書の「９．期待される成果」に、当該研究により期待

される科学的成果及び当該成果によりもたらされる学術的・社会的・経済的メリットを具

体的に記載すること。また 「１０．研究計画・方法」に、年度ごとの計画及び達成目標、

を記載するとともに、実際の医療等への応用に至る過程を含めた研究全体の具体的なロー

ドマップを示した資料を添付すること（様式自由 。）

なお、研究課題の採択に当たっては、これらの記載事項を重視するとともに、中間評価

及び事後評価においては、研究計画の達成度を厳格に評価する。その達成度（未達成の場

合にはその理由、計画の練り直し案）如何によっては、研究の継続が不可となる場合もあ

り得ることに留意すること。
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オ．法律、各府省が定める省令・倫理指針等を遵守し、適切に研究を実施すること。

カ．特に、研究計画において、妥当なプロトコールが作成され、臨床研究に関する倫理指針

等（Ⅱ．応募に関する諸条件等（４）応募に当たっての留意事項エ．研究計画策定に当た

っての研究倫理に関する留意点について参照）に規定する倫理審査委員会の承認が得られ

（ ） 。 、 、 、ている 又はその見込みである こと 各倫理指針等に基づき あらかじめ 研究の内容

費用及び補償の有無等について患者又は家族に説明又は情報公開等し、必要に応じて文書

等により同意を得ていること。

キ．介入を行う臨床研究であって、侵襲性を有するものを実施する場合には、臨床研究に関

する倫理指針の規定に基づき、あらかじめ、登録された臨床研究計画の内容が公開されて

いるデータベースに当該研究に係る臨床研究計画を登録すること。なお、事業実績報告書

の提出時に、登録の有無を記載した報告書（様式自由）を別に添付すること。

＜公募研究課題①に関する留意点＞

・本研究は、基礎研究成果を臨床応用へ橋渡しする研究事業であることから、研究期間内に

おいて臨床研究又は治験へ移行すること。ただし、研究開始１年目から臨床研究を実施する

ような課題は採択の対象としない（当初から臨床研究を実施することを目的としている課題

は公募研究課題③の対象となると考えられる 。。）

・薬事法に基づく治験を実施する研究を優先的に採択するものであること。

・企業等との協力体制など、確実に臨床応用へつなげる道筋を明確に示すこと。また、採択

後も研究の進捗状況等を精査し、研究事業の趣旨に照らし、継続の可否を決定する。

＜公募研究課題②に関する留意点＞

・本研究課題では、治験・臨床研究基盤を形成するための教育プログラムを開発し、当該プ

ログラムを公開し実践する方法を明らかにする。併せて研究成果の将来的活用方法も記載す

ること。

＜公募研究課題③に関する留意点＞

・本研究課題は、研究期間内に、目的とした効能・効果又は用法・用量等に係るエビデンス

の確立を目指すものであること。

・薬事法に基づく治験を実施する研究を優先的に採択するものであること。

・本研究課題の計画及び実施に当たっては、次の条件を満たすものであること。

１）安全性を確保する観点

・実施医療機関が（財）医療機能評価機構の認定を受けている(又は見込みである）こ

と。

・あらかじめ、研究の内容、費用及び補償の内容等について患者又は家族に説明し文書

により同意を得ていること。

２）有効性を確保する観点

・プロトコールの作成に当たっては、予め諸外国において当該効能等の安全性・有効性

等に係るエビデンスが十分にあることを確認の上、作成すること。

＜厚生科学基盤研究分野の新規採択予定課題数＞

公募研究課題１ （１）①～②、１ （２）①～②及び２ （１）①～④． ． ．

合計 ２０～３０課題程度
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[ⅱ] 疾病・障害対策研究分野

１．生活習慣病・難治性疾患克服総合研究事業

（１）難治性疾患克服研究事業

＜事業概要＞

原因が不明で、根本的な治療法が確立しておらず、かつ後遺症を残すおそれが少なくない

難治性疾患のうち、患者数が少なく研究の進みにくい疾患に対して、重点的・効率的に研究

を行うことにより進行の阻止、機能回復・再生を目指した画期的な診断・治療法の開発を行

い、患者のＱＯＬの向上を図ることを目的とする。

＜新規課題採択方針＞

難治性疾患の克服に向け、重点研究分野においては、臨床調査研究分野の範疇に含まれ

る疾患（130疾患）について臨床研究・臨床への橋渡し研究の段階にある画期的診断・治療

法の開発に関する研究を優先する。

※臨床調査研究分野の疾患（130疾患）

脊髄小脳変性症、シャイ・ドレーガー症候群、モヤモヤ病（ウイリス動脈輪閉塞症 、正常圧水）

頭症、多発性硬化症、重症筋無力症、ギラン・バレー症候群、フィッシャー症候群、慢性炎症性

脱随性多発神経炎、多巣性運動ニューロパチー（ルイス・サムナー症候群 、単クローン抗体を）

伴う末梢神経炎（クロウ・フカセ症候群 、筋萎縮性側索硬化症、脊髄性進行性筋萎縮症、球脊）

髄性筋萎縮症（Kennedy-Alter-Sung病 、脊髄空洞症、パーキンソン病、ハンチントン病、進行）

性核上性麻痺、線条体黒質変性症、ペルオキシソーム病、ライソゾーム病、クロイツフェルト・

ヤコブ病（CJD 、ゲルストマン・ストロイスラー・シャインカー病（GSS 、致死性家族性不眠） ）

症、亜急性硬化性全脳炎（SSPE 、進行性多巣性白質脳炎（PML 、後縦靱帯骨化症、黄色靱帯骨） ）

化症、前縦靱帯骨化症、広範脊柱管狭窄症、特発性大腿骨頭壊死症、特発性ステロイド性骨壊死

、 、 、 、 、 、症 網膜色素変性症 加齢性黄斑変性症 難治性視神経症 突発性難聴 特発性両側性感音難聴

メニエール病、遅発性内リンパ水腫、PRL分泌異常症、ゴナドトロピン分泌異常症、ADH分泌異常

症、中枢性摂食異常症、原発性アルドステロン症、偽性低アルドステロン症、グルココルチコイ

ド抵抗症、副腎酵素欠損症、副腎低形成（アジソン病 、偽性副甲状腺機能低下症、ビタミンD受）

容機構異常症、TSH受容体異常症、甲状腺ホルモン不応症、再生不良性貧血、溶血性貧血、不応

性貧血（骨髄異形成症候群 、骨髄線維症、特発性血栓症、血栓性血小板減少性紫斑病（TTP 、） ）

特発性血小板減少性紫斑病、IgA腎症、急速進行性糸球体腎炎、難治性ネフローゼ症候群、多発

性嚢胞腎、肥大型心筋症、拡張型心筋症、拘束型心筋症、ミトコンドリア病、Fabry病、家族性

、 、 、 、 、突然死症候群 原発性高脂血症 特発性間質性肺炎 サルコイドーシス びまん性汎細気管支炎

潰瘍性大腸炎、クローン病、自己免疫性肝炎、原発性胆汁性肝硬変、劇症肝炎、特発性門脈圧亢

進症、肝外門脈閉塞症、Budd-Chiari症候群、肝内結石症、肝内胆管障害、膵嚢胞線維症、重症

急性膵炎、慢性膵炎、アミロイドーシス、ベーチェット病、全身性エリテマトーデス、多発性筋

炎・皮膚筋炎、シェーグレン症候群、成人スティル病、高安病（大動脈炎症候群 、ビュルガー）

、 、 、 、 、病 結節性多発動脈炎 ウェゲナー肉芽腫症 アレルギー性肉芽腫性血管炎 悪性関節リウマチ

側頭動脈炎、抗リン脂質抗体症候群、強皮症、好酸球性筋膜炎、硬化性萎縮性苔癬、原発性免疫

不全症候群、若年性肺気腫、ランゲルハンス細胞組織球症、肥満低換気症候群、肺胞低換気症候

群、原発性肺高血圧症、慢性肺血栓塞栓症、混合性結合組織病、神経線維腫症I型（レックリン

グハウゼン病 、神経線維腫症II型、結節性硬化症（プリングル病 、表皮水疱症、膿疱性乾癬、） ）

天疱瘡、大脳皮質基底核変性症、重症多形滲出性紅斑（急性期 、肺リンパ脈管筋腫症（LAM 、） ）

進行性骨化性線維異形成症（FOP 、色素性乾皮症（XP 、下垂体機能低下症、クッシング病、先） ）
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端巨大症、原発性側索硬化症、有棘赤血球を伴う舞踏病（有棘赤血球舞踏病 、HTLV-1関連脊髄）

症（HAM 、先天性魚鱗癬様紅皮症、スモン）

研究費の規模： １）１課題あたり500,000千円程度（１年あたりの研究費）（

研究期間：公募研究課題:（１）３年

新規採択予定課題数：公募研究課題:（１）４課題程度

＜公募研究課題＞

【一般公募型】

（１）重点研究分野

特定疾患患者の予後や生活の質の改善を目指し、又は明確かつ具体的な目標を設定し、画

期的な成果を得ることを目的とする研究のうち、次にあげるもの。

（ ）① 難治性疾患の画期的診断・治療法の開発に関する臨床研究 ２１２１７０１

（留意点）

上記の臨床調査研究分野のいずれかの疾患を対象に、画期的な診断法や、新たな内科的・

外科的治療法や、他の疾患に用いられる治療法の応用等により、患者を治癒に導くような画

期的な治療法を開発するための臨床研究を積極的に採択する。研究のデザインを明確にする

と共に、実施に向けた準備を周到に行っており、研究期間を有効に活用して成果を期待でき

る研究であること。

＜研究計画書を作成する際の留意点＞

研究計画の提出に当たり、以下の点に留意すること。

ア．スーパー特区採択課題の研究の加速に資する研究であるとともに、難治性疾患の診断・

治療法の確立へ十分に寄与するものであること。そのため、研究計画書の「９．期待され

る成果」において、１）現時点での画期的な診断・治療法の研究段階、２）現時点におけ

る画期的な診断・治療法の開発までの課題について、説明すること.

イ．スーパー特区採択課題における既存の研究課題と重複しないよう留意すること。

ウ．応募資格者については、Ⅱ （１）に規定されているため留意すること。．

エ 「９．期待される成果」について、より具体的に把握するため、申請研究終了時に期待さ．

れる目標と研究分野の長期的な目標とを別々に示すこと。

オ 「１２．申請者の研究歴等」について、より詳細に把握するため、以下のア)及びイ)の項．

目に該当する論文（全文）の写し３編を添付した研究計画書を２部提出すること。欧文の

ものについては日本語要旨も添付すること。

ア) 申請する課題に係る分野に特に関連するもの。

イ) 申請者が第一著者、若しくは主となる役割を担ったもの。後者の場合はその簡潔な

理由を添付すること。

カ．法律、各府省が定める省令・倫理指針等を遵守し、適切に研究を実施すること。

キ．特に、研究計画において、妥当なプロトコールが作成され、臨床研究倫理指針等（Ⅱ.応

募に関する諸条件等（４）応募に当たっての留意事項エ．研究計画策定に当たっての研究

倫理に関する留意点について参照）に規定する倫理審査委員会の承認が得られている（又

はその見込みである）こと。各倫理指針等に基づき、あらかじめ、研究の内容、費用及び

補償の有無等について患者又は家族に説明又は情報公開等し、必要に応じて文書等により
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同意を得ていること。

また、モニタリング・監査・データマネジメント等を含めた研究体制や、安全性及び倫

理的妥当性を確保する体制について添付し提出すること。
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補助対象経費の単価基準額一覧表Ⅵ．

１． 人件費等

（１）非常勤職員手当 （単位：円）

対象となる研究 対 象 期 間 単 価 摘 要

厚生労働科学研究費補助金取 １か月当たり Ａランク 博士の学位を取得後、国内外の研
扱細則（平成１０年４月９日 345,000 究機関で実績を積み、かつ、欧文
厚科２５６号厚生科学課長決 誌等での主著が数件ある研究者、
定）別表第１、１（１）に掲 又はこれと同等の研究能力を有す
げる研究 る者

Ｂランク 博士の学位を取得後５年以上にわ
298,000 たり研究に従事した者、又はこれ

と同等の研究能力を有する者

Ｃランク 博士の学位を取得又はこれと同等
265,000 の研究能力を有する者

Ｄランク 修士の学位を取得又はこれと同等
211,000 の研究能力を有する者

Ｅランク 学士の学位を有する者又はこれと
193,000 同等の研究能力を有する者

（注）その者の資格、免許、研究に従事した年数、職歴等を踏まえ、試験研究機関等及び法人が
定めている単価との均衡に配慮し決定するものとする。

（２）保 険 料・・・雇用者が負担する保険料とする。

（３）通勤手当・・・国家公務員に準ずる。（通勤手当の支給額等を参照）

（４）住居手当・・・国家公務員に準ずる。（住居手当の支給額等を参照）

（５）扶養手当・・・国家公務員に準ずる。（扶養手当の支給額等を参照）

（６）地域手当・・・国家公務員に準ずる。（地域手当の支給額等を参照）
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２．諸 謝 金 （単位：円）

用 務 内 容 職 種 対 象 期 間 単 価 摘 要

定形的な用務 医 師 14,100 医師又は相当者

を依頼する場

合 大学（短大を含む）卒業者又は専門

技 術 者 １日当たり 7,800 技術を有する者及び相当者

研究補助者 6,600 そ の 他

講演、討論等 教 授 9,300 教授級以上又は相当者

研究遂行のう

えで学会権威 准 教 授 １時間当た 7,700 教授級以上又は相当者准

者を招へいす り

る場合 講 師 5,100 講師級以上又は相当者

治験等のため １回当たり 1,000 治験、アンケート記入な

の研究協力謝 程度 どの研究協力謝金については、協力

金 内容（拘束時間等）を勘案し、常識

の範囲を超えない妥当な単価を設定

すること。なお、謝品として代用す

ることも可（その場合は消耗品費と

して計上すること）。

３．旅 費・・・国家公務員の旅費に関する法律に準ずる（旅費に係る単価表を参照）

４．会 議 費・・・１人当たり１，０００円（昼食をはさむ場合は、２，０００円）を基準と

する。

５．会場借料・・・５０，０００円以下を目安に実費とする。

６．賃 金・・・８，３００円（１日当たり＜８時間＞）を基準とし雇用者が負担する保険

料は別に支出する。

人夫、集計・転記・資料整理作業員等の日々雇用する単純労働に服する者

に対する賃金。

注）一日において８時間に満たない時間又は８時間を超えた時間で賃金を支出する場合に

は１時間あたり１，０３０円で計算するものとする。
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通 勤 手 当 の 支 給 額 等

通勤のため、交通機関等を利用してその運賃等を負担することを常例とする研究者、自動車

等を使用することを常例とする研究者及びこれらを併用することを常例とする研究者に支給さ

れる手当とする。

１ 交通機関の利用者

運賃等相当額。ただし、運賃等相当額が１箇月につき５５，０００円を超える場合は、

１箇月につき５５,０００円とする。

２ 自動車等の使用者

使用距離に応じ次表に掲げる額（ただし、平均１箇月当たりの通勤所要回数が１０回に

満たない場合は、その額から、その額に１００分の５０を乗じて得た額を減じた額）

（単位：円）

使 用 距 離 （片道）

5km未満 5km以上 10km以上 15km以上 20km以上 25km以上 30km以上 35km以上

10km未満 15km未満 20km未満 25km未満 30km未満 35km未満 40km未満

2,000 4,100 6,500 8,900 11,300 13,700 16,100 18,500

使 用 距 離 （片道）

40km以上 45km以上 50km以上 55km以上 60km以上

45km未満 50km未満 55km未満 60km未満

20,900 21,800 22,700 23,600 24,500
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住 居 手 当 の 支 給 額 等

居住するための住宅を借り受け、一定額（１２，０００円）を超える家賃若しくは間代を支

払っている研究者又は自宅に居住する世帯主である研究者に支給する手当とする。

１ 研究者が居住する借家・借間に対する支給額

（１）月額２３，０００円以下の家賃を支払っている研究者

家賃額－１２，０００円（１００円未満切捨）

（２）月額２３，０００円を超え、５５，０００円未満の家賃を支払っている研究者

（家賃額－２３，０００円）×１／２＋１１，０００円（１００円未満切捨）

（３）月額５５，０００円以上の家賃を支払っている研究者

２７，０００円

２ 配偶者等の居住する借家・借間に対する支給額

単身赴任の研究者で、配偶者が居住するための住宅を借り受け、現に当該住宅に配偶者が

居住し、月額１２，０００円を超える家賃を支払っている研究者の場合「１ 研究者が居住

する借家・借間に対する支給額」により算出される額の２分の１の額（百円未満切捨）とす

る。

３ 研究者自らが所有権を有する住宅に対する支給額

研究者が、自らの所有する住宅（これに準ずる住宅を含む。）に世帯主として居住する場

合、当該研究者（これに準ずる者を含む。）により当該住宅が新築又は購入された日から起

算して５年間に限り２，５００円とする。
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扶 養 手 当 の 支 給 額 等

扶養親族のある研究者に支給される手当とする。

１ 扶養親族の要件

次に掲げる者で、他に生計の途が無く、主として研究者の扶養を受けている者。なお、配

偶者以外の扶養親族は重度心身障害者を除き、血族又は法定血族に限る。

（１）配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）

（２）満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子及び孫

（３）満６０歳以上の父母及び祖父母

（４）満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある弟妹

（５）重度心身障害者

ただし、次の者は扶養親族とすることができない。

①研究者の配偶者、兄弟姉妹等が受ける扶養手当又は民間事業所その他のこれに相当する手

当の支給の基礎となっている者

②年額１３０万円以上の恒常的な所得があると見込まれる者

２ 支給額

（１）上記１（１）の配偶者 ：月額１３，０００円

（２）上記１（２）から（５）の扶養親族 ：月額 ６，５００円

ただし、研究者に配偶者がない場合の支給額については、

そのうち一人につき ：月額１１，０００円

（３）満１５歳に達する日後の最初の４月１日から満２２歳に達する日以後の最初の３月３１

日までの間（以下「特定期間」という。）にある子がいる場合の支給額は、２（２）の規

定に かかわらず、５，０００円に特定期間にある当該扶養親族たる子の数を乗じて得た

額を２（２）の規定による額に加算した額とする。
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地 域 手 当 の 支 給 額 等

当該地域における民間の賃金水準を基礎とし、当該地域における物価等を考慮して下記に定

める地域に在勤する研究者に支給される手当とする。

１ 地域手当の月額は、非常勤職員手当及び扶養手当の月額の合計額に、次に定める支給地域

別支給割合を乗じ得た額とする。

２ 支給地域別支給割合

支 給 割 合 支 給 地 域 等

百分の十四・五 東京都のうち 特別区

百分の十二 東京都のうち 八王子市 立川市 武蔵野市 府中市 調布市 町

田市 国分寺市 国立市 狛江市 多摩市 稲城市

西東京市

神奈川県のうち 横浜市 川崎市 鎌倉市

愛知県のうち 名古屋市

大阪府のうち 大阪市 吹田市 高槻市 守口市 箕面市

兵庫県のうち 西宮市 芦屋市 宝塚市

百分の十一 大阪府のうち 寝屋川市

百分の十 東京都のうち 三鷹市

神奈川県のうち 横須賀市

京都府のうち 京都市

大阪府のうち 堺市 豊中市 池田市 牧方市 茨木市 八尾市

東大阪市

兵庫県のうち 神戸市 尼崎市

総務省関東総合通信局電波管監理部

百分の八・五 埼玉県のうち さいたま市

大阪府のうち 高石市

百分の八 千葉県のうち 千葉市

福岡県のうち 福岡市

百分の七・五 埼玉県のうち 和光市

東京都のうち 福生市 清瀬市

神奈川県のうち 厚木市

大阪府のうち 門真市

百分の六・五 茨城県のうち 取手市 つくば市

埼玉県のうち 志木市
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千葉県のうち 船橋市 成田市 浦安市 印西市

東京都のうち 昭島市 小平市 日野市

神奈川県のうち 海老名市

百分の六 神奈川県のうち 三浦郡葉山町

大阪府のうち 岸和田市 泉大津市 貝塚市 泉佐野市 富田林市

和泉市

兵庫県のうち 伊丹市

百分の五・五 千葉県のうち 市川市 松戸市 四街道市

東京都のうち 青梅市 東村山市 あきる野市

神奈川県のうち 藤沢市 茅ヶ崎市 相模原市 大和市

滋賀県のうち 大津市

奈良県のうち 奈良市 大和郡山市

広島県のうち 広島市

百分の五 宮城県のうち 仙台市

埼玉県のうち 川越市 川口市 所沢市 越谷市 戸田市 朝霞市

千葉県のうち 柏市

神奈川県のうち 平塚市

静岡県のうち 静岡市

京都府のうち 宇治市

大阪府のうち 羽曳野市

百分の四・五 茨城県のうち 水戸市 土浦市 守谷市

埼玉県のうち 鶴ヶ島市

千葉県のうち 冨津市 袖ヶ浦市

愛知県のうち 刈谷市 豊田市 豊明市

三重県のうち 鈴鹿市

滋賀県のうち 草津市

奈良県のうち 天理市

百分の三 北海道のうち 札幌市

埼玉県のうち 草加市

東京都のうち 武蔵村山市

神奈川県のうち 小田原市 三浦市（総務省関東総合通信局電波監理

部の所在する地域を除く。）

愛知県のうち 岡崎市

京都府のうち 向日市

大阪府のうち 柏原市

兵庫県のうち 姫路市 明石市

和歌山県のうち 和歌山市

岡山県のうち 岡山市

福岡県のうち 北九州市

長崎県のうち 長崎市
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百分の二・五 茨城県のうち 日立市 古河市 牛久市 ひたちなか市

栃木県のうち 宇都宮市

埼玉県のうち 行田市 飯能市 加須市 東松山市 入間市 三郷

市

千葉県のうち 茂原市 佐倉市 市原市 白井市

神奈川県のうち 秦野市

山梨県のうち 甲府市

静岡県のうち 沼津市 御殿場市

愛知県のうち 瀬戸市 碧南市 西尾市 大府市 知多市

三重県のうち 津市 四日市市

滋賀県のうち 守山市 栗東市

京都府のうち 亀岡市 京田辺市

大阪府のうち 河内長野市 藤井寺市

兵庫県のうち 三田市

奈良県のうち 大和高田市 橿原市

百分の二 宮城県のうち 多取市 多賀城市

茨城県のうち 龍ヶ崎市 筑西市

栃木県のうち 鹿沼市 小山市 大田原市

群馬県のうち 前橋市 高崎市 太田市

埼玉県のうち 熊谷市 春日部市 鴻巣市 上尾市 久喜市 坂戸

市 比企郡のうち鳩山町 北埼玉郡のうち北川辺町

北葛飾郡のうち栗橋町及び杉戸町

千葉県のうち 野田市 東金市 流山市 八街市 印旛郡のうち酒

々井町及び栄町

富山県のうち 富山市

石川県のうち 金沢市

福井県のうち 福井市

長野県のうち 長野市 松本市 諏訪市

岐阜県のうち 岐阜市 大垣市 多治見市 美濃加茂市

静岡県のうち 浜松市 三島市 富士宮市 富士市 磐田市 焼津

市 掛川市 袋井市

愛知県のうち 豊橋市 一宮市 半田市 春日井市 津島市 安城

市 犬山市 江南市 小牧市 稲沢市 東海市 知

立市 愛西市 弥富市 西春日井郡のうち豊山町

西加茂郡三好町

三重県のうち 桑名市 名張市 伊賀市

滋賀県のうち 彦根市 長浜市

京都府のうち 相楽のうち木津町

大阪府のうち 泉南市 四篠畷市 交野市 阪南市 泉南郡のうち

熊取町及び田尻町 南河内郡のうち太子町

兵庫県のうち 加古川市 三木市

奈良県のうち 桜井市 香芝市 宇陀市 生駒郡のうち斑鳩町 北

葛飾郡のうち王寺町

和歌山県のうち 橋本市

広島県のうち 廿日市市 安芸郡のうち海田町及び坂町
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山口県のうち 周南市

香川県のうち 高松市

福岡県のうち 筑紫野市 春日市 太宰府市 前原市 福津市 糟

屋郡のうち宇美町及び粕屋町

※この表の支給地域等欄に掲げる名称は、平成１８年４月１日においてそれらの名称を有す

る市、町または特別区の同日における区域によって示された地域を示し、その後におけるそ

れらの名称の変更またはそれらの名称を有するものの区域の変更によって影響されるもので

はない。
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旅 費 に 係 る 単 価 表

（国内旅費）

１．鉄道賃、船賃、航空賃等の計算方法は、時刻表を参考に計算してください。

２．日当及び宿泊料 （単位：円）

宿 泊 料
職 名 日 当 国家公務員の場合の該当・号俸

甲 地 乙 地

教授又は相当者 3,000 14,800 13,300 指定職のみ（原則使用しない）

医（一） ３級 １号俸以上

教授、准教授 2,600 13,100 11,800 研 ５級 １号俸以上

医（一） ２級
１級１３号俸以上

講師、助手、技師又は 研 ４級、３級
相当者 2,200 10,900 9,800 ２級２５号俸以上

医（一） １級１２号俸以下

研 ２級２４号俸以下
上記以外の者 1,700 8,700 7,800 １級

注）１．私立大学及びその他の施設にあっては、この表の額を超えないようにしてください。
２．表中の甲地とは、次の地域をいい、乙地（車中泊を含む）とは、甲地以外の地域をい

う。
ａ 埼 玉 県・・・さいたま市
ｂ 千 葉 県・・・千葉市
ｃ 東 京 都・・・特別区（２３区）
ｄ 神奈川県・・・横浜市、川崎市
ｅ 愛 知 県・・・名古屋市
ｆ 京 都 府・・・京都市
ｇ 大 阪 府・・・大阪市、堺市
ｈ 兵 庫 県・・・神戸市
ｉ 広 島 県・・・広島市
ｊ 福 岡 県・・・福岡市
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（外国旅費）

１ 鉄道賃、船賃、航空賃等の計算方法は、時刻表を参考に計算してください。

２ 日当及び宿泊料 （単位：円）

日 当 及 び 宿 泊 料
職 名 国家公務員の場合の該当・号俸

甲地方 乙地方 丙地方指 定 都 市

教授又は相当者 日当 8,300 7,000 5,600 5,100 指定職のみ（原則使用しない）

25,700 21,500 17,200 15,500宿 泊 料

日当 7,200 6,200 5,000 4,500 医（一） ３級 １号俸以上
教授、准教授

研 ５級 １号俸以上宿 泊 料 22,500 18,800 15,100 13,500

医（一） ２級
日当 １級１３号俸以上6,200 5,200 4,200 3,800

講師、助手、技
師又は相当者 19,300 16,100 12,900 11,600 研 ４級、３級宿 泊 料

２級２５号俸以上

医（一） １級１２号俸以下
日当 5,300 4,400 3,600 3,200

上記以外の者 研 ２級２４号俸以下
１級宿 泊 料 16,100 13,400 10,800 9,700

注）指定都市、甲地方、乙地方及び丙地方の範囲については、国家公務員等の旅費に関する
法律に準ずる。
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（付）研究計画書の様式及び記入例


